
交流電磁石システムの開発
DEVELOPMENT OF AN AC ELECTROMAGNET SYSTEM

中西康介 ∗A)、山本昌志 B)、村上勝 A)、エドヴィリアセニョル A)、
伊東正顕 B)、鈴木柊司 A)、田辺英二 A,B)

Kosuke NakanishiA), Masashi YamamotoB), Masaru MurakamiA), Ed VillasenorA),

Masaaki ItohB), Shuji SuzukiA), Eiji TanabeA,B)

A)AET, Inc. B)Accuthera Inc.

Abstract
We developed an AC electromagnet and a control system. The magnet produces a rotating magnetic field to wobble

charged particles in a beam and spread them over a target. The frequency of the magnetic field can be varied between

DC and 30 Hz. Two pairs of coils are oriented vertically and horizontally. The magnetic yoke surrounds an aluminum

beam pipe. A magnetomotive force of 1888 A·Turn is estimated to achieve a product of the magnetic flux density and the

effective length of 2.345 mT·m around the center. A power of over 700 W is required to drive the necessary current of

16 A in the coils which have a inductance of 14 mH. We used 3-Dimensional simulation to evaluate the magnetic field

and particle trajectory around the magnet. The simulation and measurements suggest that the magnet system can be used

for beam spreading.

1 . はじめに
荷電粒子ビームを標的上で円軌道にスキャンする交流

電磁石及び制御システムの設計、開発、製造を行った。
水平方向、垂直方向に位相をずらした交流磁場を発生さ
せてビームライン上で常に回転する磁場分布を作り出
すことによって、荷電粒子ビームが拡散し照射範囲に均
等な分布を形成する。これにより標的の熱負荷を分散す
ることが可能となる。ビームを揺さぶる (wobble)よう
に分散させることから、この交流電磁石をワブリング電
磁石と呼称する。電磁石形状の決定から磁場分布 ·ビー
ム軌道計算、電磁石電源、及び制御システムに付いて、
本電磁石システムの概要について報告する。

2 . 電磁石設計概要
電磁石を設計するに当たり、以下の概念を基本とした。
これまでにワブリング電磁石が設置されたビームラ

インはいくつかある [1, 2] が、大型且つ水平方向、垂直
方向電磁石が分離されたものが多い。本体の少スペース
化のため、磁極形状をビームダクトを囲むような「ロ」
の字型として両方向磁場を一つの電磁石で同時に発生
できる形状とする。これにより荷電粒子ビーム軌道の複
雑化も避けられる。この磁極に同じ巻数のコイル 4個
を用意し、水平方向励磁用、垂直方向励磁用にそれぞれ
2個ずつをビームダクトを挟んで対に取り付け、同方向
に磁場を発生させる。対となるコイルは電磁石上で直
列に結線し、常に同じ電流を流す。また、交流電流通電
で発生する渦電流による鉄損を低減するため、積層珪
素鋼 (電磁鋼板)使用は必須である。磁場の時間発展に
よって荷電粒子ビーム軌道に多様な変化を加えること
ができるが、今回は正弦波変化する磁場を発生させる
こととする。様々なビームコンディションや目的に後々
応じられるよう、正弦波周期を DC – 30 Hzで可変とす
る。尚、水平方向、垂直方向磁場は同振幅で 90度位相
をずらして作動することを基本運転モードとするが、各
方向コイルにそれぞれ別の電流振幅を設定したり、位相

差を可変として円軌道以外も生み出せるようにする。
以上を念頭に、まず電磁石概形設計を行った。今回検

討する電磁石では、ビーム軸方向の全長を 240 mm に
収めることにした。この長さの電磁石において、荷電粒
子運動量、拡散範囲、偏向角度、軌道半径から、ビーム
軸中心部で必要とされる磁気剛性は Bρ = 0.800 T·m、
中心部最大磁束密度は B = 13.80 mT と求められ
た。また、磁束密度-軌道長積 (BL 積) を見積もると、∫
B(z)dz =2.345 mT·mとなった。
想定するビームダクトはアルミニウム製であり、その

外径とコイル厚さを加味して検討した結果、ヨーク間隔
を 159 mmとすることとした。

Table 1: Basic Specifications of the Wobbling Magnet

AC frequency 0 – 30 Hz

Total length along the beam line <240 mm

BL product 2.345 mT·m
Bρ 0.800 T·m
Yoke Gap 159 mm

Thickness 30 mm

Beam pipe Outer diameter φ100 mm

Thickness 5 mm

Material Aluminum

Cooling Air

尚、ヨーク厚さに付いて検討を行ったが、2 次元静
磁場計算モデルによる磁場分布変化を検証したところ、
ヨーク厚さ依存性は小さかった。交流磁場によるヨーク
の発熱や構造条件、及びコイルの曲率を考慮し、すべて
30 mmの厚さとした。

Table 1に電磁石の基本パラメーターをまとめて示す。
この概形を元に以後の磁場計算を行った。
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3 . 磁場計算
3.1 要求される磁束密度
ビームダクト上に生じる渦電流によって磁束密度は

減衰を受ける。そのため前述した BL積をビーム軸上で
実現するには減衰率を考慮した磁場を発生させる必要
がある。
ビームダクト内外での磁束密度の減衰率Bin/Boutは、

真空透磁率 μ0、交流磁場周波数 f、ビームダクトの外
半径 b、ビームダクトの厚さ t、及びビームダクトに用
いた材質の体積低効率 ρを用いて、

Bin/Bout = 1/
√
1 + (μ0πfbt/ρ)2 (1)

という関係となる [3]。この関係から得られる磁束密度
減衰率の周波数依存性を Figure 1 に示した。比較のた
め、材質が銅、鉄、及び SUS304であった場合の結果も
同時に示す。最大 30 Hz の周波数で交流磁場を発生さ
せるとすると、磁束密度はおよそ 65%減衰することと
なる。この減衰率を見越して、電磁石中心に対しビーム
ダクトなしで振幅 21.23 mTの磁束密度を発生させる設
計とする。
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Figure 1: Attenuation of magnetic flux density by eddy cur-

rents along the beam pipe as a function of AC frequency.

A magnetic field at AC 30 Hz is reduced to about 65% in

an aluminum pipe (see sky blue lines). (red: aluminum,

purple: copper, green: iron, blue: SUS304)

磁極間隔と透磁率、及び磁束密度からコイル起磁力
を求めると、対となるコイル 1基当たり、1343 A·Turn

となる。十分な余裕を持たせて 1888 A·Turnを設計値と
した。
また、コイル電流はコイル巻数との兼ね合いとなり、

コイルインダクタンスや発熱、電気抵抗値、コイルス
ペース、巻線の曲率といったことを考慮して最適条件を
見つけ出さなくてはならない。特に今回は交流電磁石の
ため、コイルインダクタンスを重要視した。現実的な解
を探り、コイル巻数 118 Turn、最大ピーク電流 16 Aの
コイルとした。

3.2 3次元磁場計算
以上を踏まえ、交流電磁石の 3次元磁場計算を実行し

た。上記の諸条件を 3次元モデル化し、更にアルミニウ
ム製ビームダクトも計算空間上に取り入れた。3次元交
流磁場計算は CST EM STUDIO [4] を利用し、LF (Low

Frequency) solverによって交流磁場分布を求めた。
計算モデルを Figure 2に示す。ビーム軸方向を z軸、

ビーム軸を向いて水平左方向を x軸、鉛直上向きを y

軸とした。z 軸方向磁束密度分布を十分に求めるため、
計算空間は −650 < z < 650 mmの広さとしてある。x
軸、y軸方向も余裕を持った範囲とし、また境界条件を
自由空間とした。

Figure 2: 3-Dimensional view of the simulation model of

the wobbling magnet including the beam pipe with alu-

minum.

3.3 励磁特性
計算で得られた電磁石中心での励磁特性を Figure 3

に示す。LF solverは変動電磁界を実部、虚部に分けて
出力する。また位相情報や時間発展を求めることができ
る。図はコイル起磁力を関数として電磁石中心の最大
磁束密度を表している。設計コイル起磁力 1888 A·Turn

を大幅に越えても必要な磁束密度に到達していない。し
かしながらビーム軸方向への漏れ磁場が存在するため、
必ずしも中心磁場がそれだけ高くなる必要はない。以下
で漏れ磁場を含めた検討を行う。
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Figure 3: The maximum magnetic field flux as a function of

the magnetomotive force at 30 Hz. (Red : real part, green :

imaginary part, blue : maximum absolue value.)

3.4 磁場有効長と BL積
ピーク電流 16 Aにおいて、磁束密度が最大となる位

相におけるビーム軸方向に沿った垂直方向磁束密度分布
を Figure 4に示した。電磁石中心平面上の中心軸から外
側へ 5 mm間隔で値を得た結果である。中心部から外側
へ移るほど中心部の最大磁束密度が大きくなっていた。
本電磁石は水平方向、垂直方向共に対象であるため、い
ずれの方向でも同様の分布が得られる。
このビーム軸方向分布から磁場有効長 (EFL) を求め

た。十分な広さの計算空間としたため、±600 mmを越
える領域では地磁気 (約 0.03 mT)以下の磁束密度となっ
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Figure 4: Magnetic field distribution along the beam axis.

ていた。電磁石中心で磁場有効長は 355.4 mmであり、
外側へかけて徐々に短くなる。中心軸から 45 mm離れ
ると有効長は中心と比べて約 4.2%小さい値となった。
ピーク電流値を変えて計算を行ったが、磁極の飽和には
まだ至らないため、電流依存性はほとんど現れなかった。

BL積を求める。厳密にはビーム軌道に沿った磁束密
度の積分値となるが、本電磁石は軌道半径が大きいた
め、単純化してビーム軸と平行な直線に沿ったものと
して扱う。磁束密度が最大となる位相における BL 積
の水平 (垂直)方向依存性はピーク電流値の違いにより
Figure 5 のように得られた。設計 BL 積、及びそれよ
り 10%大きい値を図中にそれぞれ緑、紫直線で示して
ある。
想定した磁場をビームダクト範囲内で十分に発生さ

せるためには、ピーク電流 15 A程度が必要であること
が分かった。
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3.5 コイルインダクタンス
交流電磁石電源を選定するために交流運転する際の

インピーダンスを知る必要がある。ピーク電流はそれほ
ど大きくないが、コイルインダクタンスのためインピー
ダンスが大きくなり、それに応じた電力出力を持つ電磁
石電源を用意しなくてはならない。

EM Studioによる 3次元磁場計算により、ピーク電流
値 16 Aで対となる 2コイルの磁場エネルギーは 1.806 J

であった。磁場エネルギーEとコイルインダクタンスL、
通電電流 I の関係 E = LI2/2から、1コイル当たりの
インダクタンスは、L = 0.7 mHと得られた。

75◦C相等のコイル電気抵抗値 R = 0.17 Ωから、直
列につないだ 2コイル間の交流周波数 30 Hzでのイン
ピーダンスは Z = 2.66 Ωと得られる。最大ピーク電流
16 Aを通電すると、電磁石の最大電圧は 42.6 V、最大
電力は 681.6 Wとなる。この値に電磁石電源-電磁石間
リードケーブルの電気抵抗による電圧降下と消費電力
を加味すると、起電圧 45 V以上、出力電力 700 W以上
の能力を持つ電磁石電源が必要となる。
ワブリング電磁石の電磁気的特性を Table 2 にまと

めた。

Table 2: Electromagnetic Characteristics of the Wobbling

Magnet at 30 Hz

Maximum magnetomotive force 1888 A·Trun

Coil turn 118 Turn

Coil inductance 1.4 mH / 2 coils

Maximum peak current 16 A

Maximum peak voltage 42.6 V / 2 coils

Electrical resistance at 75◦C 0.34 Ω / 2 coils

Effective field length on beam axis 355.4 mm

BL product 2.82 mT·m

Figure 6: The manufactured wobbling magnet.

以上の設計内容に基づき製作した電磁石の写真を Fig-

ure 6に掲載した。電磁石両端に端子台を設け、両方向
のコイル、及び温度監視用熱電対や温度接点の取合箇
所とした。また、安定した設置が行える架台上も用意し
た。架台に取り付けた調整ネジにより、電磁石の水平及
び垂直方向のアラインメントと固定が可能である。尚、
架台の材質はアルミニウムであるが、磁場計算で検証し
たところ、架台による交流磁場に与える影響は軽微であ
り、上記の磁場検討結果は変わらない。
この節では磁極間隔やコイル起磁力の決定、磁束密

度計算と続けて記述したが、実際にはある磁極形状で磁
場計算やコイル形状、起磁力、及びインダクタンスの検
討を行い、現実的な設計結果が得られなければ再度形状
検討に立ち戻って計算を繰り替えしたという事を言及
する。

4 . ビーム軌道計算
今回磁場計算を行ったワブリング電磁石のモデルを用

いて、3次元荷電粒子軌道計算を行った。計算には CST
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PARTICLE STUDIO [5] を利用した。電磁場計算モデル
をそのまま流用でき、尚且つ任意のビーム分布を取り入
れることができる。ほぼ円形の空間分布で標的に到達
するビームプロファイルを仮定し、ワブリング電磁石に
よってどのような軌道変化と標的上分布が得られるかを
検証した。計算結果を Figure 7に示す。左側は電磁石の
磁場がない場合の標的上 2次元分布、水平方向分布で
ある。右側は全コイルのピーク電流 10 Aで磁場を発生
させた場合の分布である。
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Figure 7: Calculated beam profiles at the target. Figure a)

shows 2-Dimensional distribution without the magnet and

b) shows one with the magnetic field. Figure c) and b) show

horizontal beam spread without and with magnetic field,

respectively.

ワブリング電磁石の磁場により標的上でビーム分布
が拡散されていることが分かる。

5 . 電磁石電源システム
5.1 4象限バイポーラ電源
前述の通り、電磁石電源に必要とされる能力は最大電

流 ±16 A、最大電圧 ±45 V、最大出力電力 700 W、設
定周波数 DC – 30 Hz以上である。この要求に見合った
電磁石電源として、松定プレシジョン製四象限高速バイ
ポーラ電源 POP45-16を選定した。基本仕様は Table 3

の通りである [6]。振幅 -10 – 10 Vの範囲で入力された
信号波形を振幅 -16 – 16 A の同様の波形形状の電流と
して出力可能である。用意した電磁石電源には、制御系

Table 3: Basic Specifications of the Bipolar Power Supply

Model Matsusada Precision POP45-16

Maximum voltage ±45 (rms 32) V

Maximum current ±16 (rms 11.3) A

Maximum output power 720 W

Frequency band DC - 20 kHz

Size W483mm×H177mm×D610mm

Weight 23 kg

による遠隔操作を行えるオプションを追加してある。

5.2 波形発生器
四象限バイポーラー電源の外部入力波形信号を生成

する波形発生器に、Agilent社製 33510B [7]を選定した。
独立した 2チャンネルから正弦波の出力をでき、両チャ
ンネル間の位相差設定も可能である。外部制御により設
定変更や出力 ON/OFFも行える。外部機器との通信は
Ethernetを介して行っている。

6 . 制御システム
6.1 システム構成
電磁石、及び電磁石電源、波形発生器、制御ユニット

の構成概念図を Figure 8に示す。装置全体を PLCで制
御しており、各機器への命令信号出力や状態モニタを行
う他、システム外部からの設定入力にも対応した。PLC

やバッファー回路、タッチパネルを備えた制御ユニット
は我々が独自に設計、製作を行った。
操作は現場におけるタッチパネルの手動入力 (Local

モード) の他、外部入力による遠隔操作 (Remote モー
ド)も行える。更にそれぞれのモードにおいて、両方向
コイルに同じピーク電流を通電し、位相差を 90◦ で固
定した運転状態 (Easyモード)と、各方向個別のピーク
電流と周波数、位相差の設定を行える運転状態 (Expert

モード)を用意した。合計 4通りのモード選択が行える。
Easyモードで運転するとビームは標的上で常に円軌道
を描き続ける一方、Expertモード運転では楕円軌道やリ
サージュ曲線を描かせることも可能である。尚、Remote

モードでは外部入力電圧を 0 – 10 Vで受け付け、それ
ぞれが電流ピーク値 0 – 16 A、周波数 DC – 30 Hz、位
相差 0 – 180◦ に対応する。
システムの現場操作による一連の流れは、

• 制御ユニットタッチパネル上で通電ピーク電流値、
周波数設定。

• 波形生成器設定に反映。電磁石電源へ入力信号を
連続出力。

• タッチパネル上で電磁石電源 ON 操作。電源の外
部電源 ON信号が入り通電開始。

• 制御ユニットバッファー回路に入力された電磁石電
源の電流、電圧モニタ出力を読み取り、設定値との
差や異常変動を監視。

• 電磁石の温度スイッチ、熱電対起電圧をモニタ。
• 異常発生時にはインターロック作動し通電停止、外
部へシステムアラーム出力。

とのようになる。Expert モードでは各コイル個別と位
相差の設定、Remoteモードでは外部入力電圧による設
定と変わるが、基本は同様である。

6.2 操作画面
制御ユニットタッチパネルに表示される操作画面例を

Figure 9 に示した。Local - Easy モードの画面である。
ユーザーはパネルをタッチしてピーク電流、周波数を設
定し運転を行う。右側に各コイルのピーク電流値、ピー
ク電圧値が表示される。
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Figure 8: Conceptual diagram of the AC magnet system.

The PLC unit controls the devices and monitors parame-

ters.

Figure 9: Typical output on a touch screen panel.

7 . 磁場測定

電磁石形状に見合った固定台、及びプローブ設置治
具を持った磁場測定装置を作成して、製作した交流電磁
石の磁場測定を行った。ビームダクトによる磁束密度
減衰を再現できるよう、ダミーダクトも用意した。磁場
測定装置は電磁石 z 軸方向に平行なレールを持ち、プ
ローブ設置治具をスムースに前後できる。また、治具
上の調整ネジで水平、垂直方向への平行移動やプロー
ブ方向の微調も可能である。使用したガウスメーター
とプローブは、LakeShore製 455型 DSPガウスメータ
と HMMT-6J08-VF [8]であった。z軸上、及び鉛直方向、
水平方向にずらした平行線上で、鉛直方向、水平方向の
実効磁束密度分布を得た。

Figure 10 に両コイル電流周波数 30 Hz、ピーク電流
値 15 Aで測定した磁束密度分布を示した。電磁石中心
で磁束密度実効値が 7.78 mT に至り、磁場有効長も測
定範囲外の分布も考慮して約 386 mmと推測された。以
上から、今回製作した電磁石は必要とする BL積以上の
磁場分布を発生可能であり、目的とする能力を十分発揮
可能と判断できる。
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Figure 10: Measured distributions of magnetic flux densi-

ties along the beam direction. The values are RMS of the

amplitude of magnetic field.

8 . まとめ
交流電流を通電するワブリング電磁石、および運転す

るためのシステムを設計、製作した。求められる仕様を
元に電磁石形状や起磁力等電磁石の必要な基本設計値
を定め、3次元磁場計算とビーム軌道計算を実施した。
それぞれの計算により十分な設計条件を得た上で実機
を製作した。コイル通電電流及びコイルインダクタン
スから要求される出力を持つ電磁石電源を選定し、PLC

ベースの制御システムを構築した。2対のコイルを同振
幅、位相差 90◦ 固定運転の他、独立設定可能な運転現
場、遠隔操作を行える設計とした。製作した電磁石磁場
測定を行ったところ、想定した仕様値を十分満たすこと
が確認された。
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